
「寄付受入への第一歩」
-公益財団法人の例を通じ-
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内閣府平成29年度「テーマ別セミナー」第2回開催



本日ご説明したいテーマ

寄付税制に基づく、日本の寄付社会

公益財団法人の「寄付の受入実務」から学ぶもの



法人数
寄附金額計（百

万円）
寄附金あり
法人数

0円
1円以上

1百万円未
満

1百満円以
上1千万円

未満

1千万円以
上1億円未

満

1億円
以上

平均値
（百万円）

中央値
（百万円）

内閣府

社団 787 14,647 565 26 3 222 167 255 121 22

財団 1,579 144,284 1,156 125 15 423 129 345 497 185

計 2,366 158,931 1,421 92 8 645 296 600 618 207

都道府県

社団 3,333 3,934 1,133 3 0.5 2 ,200 721 327 84 1

財団 3,672 47,043 1,890 25 2 1,782 594 844 393 59

計 7,005 50,978 3,023 17 1 3,982 1,315 1,171 477 60

合計

社団
4,120

18,581 1,698 11 1
2,422 888 582 205 23

(100.0%) (58.8%) (21.6%) (14.1%) (5 .0%) (0 .6%)

財団
5,251

191,328 3,046 63 5
2,205 723 1,189 890 244

(100.0%) (42.0%) (13.8%) (22.6%) (16.9%) (4 .6%)

計
9,371

209,909 4,744 44 3
4,627 1,611 1,771 1,095 267

(100.0%) (49.4%) (17.2%) (18.9%) (11.7%) (2 .8%)

前年合計
9,293

221,381 4,648 48 3
4,645 1,588 1,738 1,058 264

(100.0%) (50.0%) (17.1%) (18.7%) (11.4%) (2 .8%)

28年度寄附金収入額規模別の公益法人数（社団・財団別）
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寄附金総収入 ： 合計 ２０９９億９百万円 （前年度 :２２１３億８１百万円 前年度比 ▲9.7％）



行政庁 法人の名称 資産の額 負債の額 正味財産額 寄附金
公益目的
事業比率

収益事業
等実施の

有無

1 内閣府
（公財）日本ユニセ
フ協会

10,826,790,936 5,613,737,031 5,213,053,905 18,543,845,897 99.9 有

2 石川県
（公財）いしかわ県
民文化振興基金

12,086,800,492 43,320,648 12,043,479,844 12,000,000,000 99.6 無

3 内閣府
（公財）鉄道総合技
術研究所

75,360,808,544 50,886,057,150 24,474,751,394 11,234,479,466 75.9 有

4 内閣府 （公財）折田財団 10,643,472,011 0 10,643,472,011 10,197,896,880 60.5 有

5 内閣府
（公財）上廣倫理財
団

115,653,561,355 535,443,086 115,118,118,269 7,000,000,000 67.2 有

6 内閣府 （公財）永守財団 7,769,716,454 0 7,769,716,454 5,023,850,000 71.1 有

7 内閣府
（公財）村田海外留
学奨学会

7,014,146,707 1,361,998 7,012,829,709 4,663,236,792 91.0 無

8 内閣府
（公社）全国競輪施
行者協議会

8,847,719,621 1,523,207,513 7,324,512,108 3,162,800,553 97.9 有

9 内閣府
（公財）プラン・イン
ターナショナル・

ジャパン
1,765,760,556 87,835,142 1,677,925,414 2,729,011,828 96.6 無

10 内閣府
（公財）花王芸術・
科学財団

5,028,347,648 0 5,028,347,648 2,511,000,000 91.8 有

28年度寄附金収入 上位10団体分析
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28年度 公益社団・財団別寄付金収入分析

法人 法人数
寄付金

寄付金有 寄付金無

公益社団法人 4,120法人 41.2％ 58.8％
公益財団法人 5,151法人 58.0％ 42.0％



「公益目的事業の事業目的別（社団・財団別上位3位）」

公益目的事業の事業目的分析

順
位

計
（9,458法人）

公益社団法人
（4,150法人）

公益財団法人
（5,308法人）

１
地域社会の健全な発展 地域社会の健全な発展 児童又は青少年の健全な育成

3,332法人（35.2%） 2,087法人（50.3% 1,363法人（25.7%

２
児童又は青少年の健全な育成 高齢者の福祉の増進 文化及び芸術の振興

1,940法人（20.5%） 1,322法人（31.9%） 1,293法人（24.4%）

３
高齢者の福祉の増進 勤労意欲あるものに対する就労支援 地域社会の健全な発展

1,695法人（17.9%） 1,046法人（25.2%） 1,245法人（23.5%）

順
位

事業目的 比率

１ 地域社会の健全な発展 ３５．０％

２ 児童又は青少年の健全育成 ２０．５％

３ 高齢者の福祉増進 １７．９％



「公益目的事業の事業類型別（社団、財団別上位3位）」

順
位

計
（9,458法人）

公益社団法人
（4,150法人）

公益財団法人
（5,308法人）

１

講座・セミナー・育成 講座・セミナー・育成 講座・セミナー・育成

6,484法人（68.6%） 3,562法人（85.8%） 2,922法人（55.0%）

２

調査・資料収集 相談・助言 助成（応募型）

3,458法人（36.6%） 2,029法人（48.9%） 2,346法人（44.2%）

３

相談・助言 調査・資料収集 調査・資料収集

3,195法人（33.8%） 1,834法人（44.2%） 1,624法人（30.6%）

順
位

事業累計 比率

１ 講座・セミナー・育成 ６８．６％

２ 調査・資料収集 ３６．６％

３ 相談・助言 ３３．８％

公益目的事業の類型別分析
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公益法人を取巻く寄付金事情…

公益法人への寄付金額は法人数が増加したにも関わらず減少している。

年度 法人数 寄付金総額

２０１５年 9,293法人 2,213億8,100万円

２０１６年 9,371法人 2,099億900万円

法人 法人数

寄付金

寄付金有 寄付金無

公益社団法人 4,120法人 41.2％ 58.8％

公益財団法人 5,251法人 58.0％ 42.0％

公益社団法人では、58.8％が、公益財団法人では、42.0％が寄付金計上がない。



金銭や財産などを公共事業、公益・福祉・宗教施設などへ無償で提供すること。

災害の際に被災地・被災民へ送られる義捐金・義援金も寄付の一つである。

経済において、寄付は福祉に係る費用の一部を担う重要な経済活動でもある。

教育機関や医療機関などに寄付することを寄贈、宗教施設に寄付することを寄進
と称することもある。

寄付は、寄付者が自らの意思に基づき金銭・財産を対象機関・施設へ無償で供与
することで行われる。

寄付の多くは、公共事業や公益法人、ＮＰＯ法人、福祉機関、医療機関、教育機
関、宗教施設などに対して行われている。

これらの事業・機関・施設は、公共的・公益的な社会役割を担っているが、安定し
た収入源を持たず、そのため、寄付を主要な収入源の一つとしていることが多い。

寄付とは…



Step 1   Step 2 Step 3 Step 4
認知 活動に共感 支援・参加 支援継続

広報活動 DM・広告

イベント

統一したメッセージﾞを発信することで《具体的活動をもって法人の活動を
第一想起してもらうこと》が認知向上における最大の焦点

実行する上でクリアーすべきポイント

●コアターゲットは ●統一したﾒｯｾｰｼﾞは可能か
●広報・広告活動規模は ●メディアとの連携はどの程度可能か
●広報活動の最終目標（定性･定量） ●政府・民間企業からの支援は

寄付金獲得の広報・マーケティングの基本戦略



認知度の向上と目的事業に対する関心の喚起

認知度・関心を向上するにあたっての戦略ポイント

具体的な活動を広報・イベントを通じたｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝによって伝え寄付潜在層に確
実に定着させる

公益法人として社会的認知
を得ることにより，そのﾎﾟｼﾞｼｮ

を確立

現行支援者やネットワークを牽引
役として共感者，支援者を増やし

ﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄとしていく

関心から理解へ

広報の強化

理解から参加へ

参加機会の創出支援のし易い環境造り

メディアとの連携と
協力関係構築

寄付金獲得の広報・マーケティングの基本戦略



寄付金に対応する組織造り…

組織 果たすべき代表的な機能

• 広報 広報戦略立案、ニュースレター制作、イベント企画、メディア対応

• マーケテイング 個人 個人寄付者向寄付募集（広告出稿、DM、F2F等）

• マーケテイング 企業・法人（学校、教会など） 企業向寄付募集（企業向説明会、イベント企画、連携企画）

• マーケティング 相続寄付・遺贈 遺贈・相続相談、税制情報提供、遺志に基づくプロジェクト提案

• 寄付者リレーション 既存寄付者対応窓口、寄付充当プロジェクト進捗報告

• 寄付者リテンション 寄付者継続企画、過去寄付者へのコンタクト

• プログラム（個人寄付・企業CSR・遺贈） 年間プロジェクト企画・進行・モニタリングと評価、

• プログラム（公的資金） 年間プロジェクト企画・進行・モニタリングと評価

• 寄付金受付 寄付金管理全般、寄付金関連寄付者対応窓口

• 財務・経理 財務・経理業務全般、決算書作成、監査対応

• 総務・人事 総務・・人事全般、諸規程立案・管理、ボランティア対応窓口

• 経営企画 全体経営計画立案、理事会・評議員会対応、所轄官庁対応

• ICT 基幹システム全般管理・保守・更新

評 議 員 会

理 事 会

事 務 局

監事・会計監査人



Step 1   Step 2 Step 3 Step 4
認知 活動に共感 支援・参加 支援継続

広報活動 DM・広告

イベント

寄付募集から寄付使途報告・会計報告までのプロセス

寄
付
募
集

寄
付
申
込
受
付

寄
付
金
会
計
処
理

寄
付
受
領
書
発
行

寄
付
申
込
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

進
捗
中
間
報
告
書

寄
付
控
除
証
明
書
の
発
行

寄
付
申
込
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

最
終
報
告
書

寄
付
金
使
途
・
会
計
報
告

寄
付
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
選
定



寄付金管理規程の制定

「規程で押さえるべきポイント」

目的

寄付金の種類

寄付金の募集

領収書の発行

寄付金控除申告用の領収書と証明書

寄付結果の報告

情報公開

個人情報保護

規程の改廃

寄付実務 参考１



寄付金の経理処理…

指定正味財産と一般正味財産

「指定正味財産の区分について」

平成20 年会計基準注解においては、「寄付

によって受け入れた資産で、寄付者等の意

思により当該資産の使途について制約が課

されている場合には、当該受け入れた資産

の額を、貸借対照表上、指定正味財産の区

分に記載するものとする。また、当期中に当

該寄付によって受け入れた資産の額は、正

味財産増減計算書における指定正味財産

増減の部に記載するものとする。」と定めて

いる。

寄附金等

寄附者の意思による
使途の制約があるか？

金額、制約期間、制約
の態様に重要性がある

か？

一般正味財産

一般正味財産に
計上できる

指定正味財産

ない

ない

ある

ある



寄付の種類…

スキーム名 特徴

プラン・スポンサーシップ

 プランの最大の特徴的な支援方法。「スポンサーシップ」はプラン全体の共通スキーム。

 支援者は、継続的な寄付金により活動地域の子どもや住民たちが進める地域開発を資金面から継続的に支えるとともに
手紙や写真などの交流を通じて、活動地域の人々との相互理解を深めることができる。

 本スキームの支援者を「スポンサー（SP）」とよぶ。他方、地域開発活動に主体的に参加している子どもたちや家族，地域
住民の代表であり、交流を通じてスポンサーに地域の状況や活動の進捗，成果などを伝える子どもを「チャイルド（SC）」と
よぶ。

 寄付金額の月額はSPが申込時に5,000円・4,000円・3,000円の3種類から選択できる。

プラン・マンスリー・サポーター

 プラン・ジャパン独自の支援方法。

 継続的な寄付金によりHIV/エイズ孤児，児童虐待，ストリート・チルドレンなどのテーマにそったプロジェクトを支援。
本スキームの支援者を「マンスリー・サポーター」とよぶ。

 月々の寄付金は一口1,000円から、支援口数設定自由。

 特定の子どもとの交流のやりとりはない。

プラン・ガールズ・プロジェクト

 女の子たちが、生きていくスキルを学ぶために。貧困の中で、社会的にも経済的にも、より困難に直面している女の子た
ちの問題を解決するためのプロジェクトを支援。

 月々の寄付金は一口1,000円から、支援口数設定自由。

プラン特別プロジェクト  現地のニーズとすりあわせて、ひとつの開発援助プロジェクト全体を支援。

プラン一般プロジェクト
 金額も回数も自由な寄付で，地域開発プロジェクトや緊急支援プロジェクトを支援。

 対象プロジェクトは，プラン・ジャパンが独自に年度毎に7～8本程度用意。緊急支援は都度検討，決定。

プラン・メモリアル・ファンド
 大口の寄付金を基金として，その運用利息をプラン一般プロジェクトに充当する制度。

 基金取崩の場合には，プラン特別プロジェクトに類似した形でプロジェクト化する。

遺贈や相続財産寄付  遺言によりご自身の財産を特定の人や団体に分け与えることで。この受取人にプラン・インターナショナル・ジャパンを指
定することにより、残された財産を途上国の子どもたちのために役立てる。

プラン・インターナショナル・ジャパンのケース・スタディー



寄付に係るＨＰ上でのポイント…

寄付実務 参考 2



寄付に係るＨＰ上でのポイント…

寄付実務 参考 2



寄付申込書例…

寄付実務 参考 3 寄付実務 参考 4
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寄付申込書例…

寄付実務 参考 5 寄付実務 参考 6



寄付申込書例…

寄付実務 参考 7 寄付実務 参考 8
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寄付受領書と感謝状例…

寄付実務 参考 9
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寄付金の決済手段…

「銀行口座引落し」 「クレジット・カード決済」



「コンビニ決済」 「その他決済」

寄付金の決済手段…

クラウド・ファンディング

Value In Kind （現物寄付＝土
地、建物、有価証券、美術品等）

手渡し寄付

書き損じハガキ

イベント募金

その他
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寄付金控除証明書の発行…

寄付金は「公益の増進に著しく寄与する法人等に対する寄付金（特定寄付金）」に該当し、申告に
よって、所得税。法人税、相続税、一部の自治体の個人住民税について、税制上の優遇措置を受
けることが出来る。
さらに2011年の税制改正を受け、税額控除制度の適用対象団体の認可を取得することにより、
「所得控除」か「税額控除」の何れか有利な方法が選択できる様になった。

寄付実務 参考 10
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寄付金控除の通知…



27

丁寧な寄付金控除の説明…
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丁寧な寄付金控除の説明…

寄付実務 参考 11
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寄付金使途の説明責任…

寄付実務 参考 13寄付実務 参考 12



民間公益活動推進センター

30

公益法人の持続的な活動のために
は、継続的な寄付の仕組み造りが
重要な要素となります。その対象
は、個人であり、企業が含まれま
す。

税制上の優遇措置を活用し、寄付
の仕組み造りを。
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